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 (注) １ 当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移につきましては、

記載しておりません。 

       ２ 売上高は、消費税等抜きで表示しております。  

       ３ 第91期第３四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、希薄化効果を有する

潜在株式は存在するものの、１株当たり四半期純損失であるため記載しておりません。 

        

  

第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 
第91期

前第３四半期
連結累計期間

第92期
当第３四半期
連結累計期間

第91期
前第３四半期
連結会計期間

第92期 
当第３四半期 
連結会計期間 

第91期

会計期間 
  

自 2009年
１月１日 

至 2009年 
９月30日 

自 2010年
１月１日 

至 2010年 
９月30日 

自 2009年
７月１日 

至 2009年 
９月30日 

自 2010年 
７月１日 

至 2010年 
９月30日 

自 2009年
１月１日

至 2009年 
12月31日

売上高 百万円  1,873,960  2,091,246  668,584  705,255  2,597,002

経常利益(△は損失) 〃  △9,241  100,875  24,625  32,917  54,457

四半期(当期)純利益(△は損失) 〃  △27,461  66,762  10,876  22,258  1,043

純資産額 〃 － －  1,062,630  1,139,673  1,120,797

総資産額 〃 － －  2,742,233  2,684,475  2,808,439

１株当たり純資産額 円 － －  1,315.03  1,412.49  1,385.43

１株当たり四半期(当期)純利益 

(△は損失) 
〃  △35.01  85.14  13.87  28.39  1.33

潜在株式調整後１株当たり四半期

(当期)純利益 
〃  －  85.11  13.87  28.39  1.33

自己資本比率 ％ － －  37.6  41.2  38.7

営業活動によるキャッシュ・フロー 百万円  224,893  138,237 － －  338,681

投資活動によるキャッシュ・フロー 〃  △159,443  △129,226 － －  △188,256

財務活動によるキャッシュ・フロー 〃  21,628  △47,808 － －  △33,610

現金及び現金同等物の四半期末 

(期末)残高 
〃 － －  200,404  187,969  236,270

従業員数 人 － －  136,684  139,694  137,135
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  当第３四半期連結会計期間において、当社グループが営む事業の内容について、重要な変更はありません。また、

主要な関係会社に異動はありません。 

    

当第３四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。  

(1）連結会社の状況 

 (注) 従業員数は就業人員であります。 

  

  

(2）提出会社の状況 

 (注) 従業員数は就業人員であります。  

  

２【事業の内容】

３【関係会社の状況】

４【従業員の状況】

  (2010年９月30日現在)

従業員数（人） 139,694      

  (2010年９月30日現在)

従業員数（人） 16,071   
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(1) 生産実績 

 当第３四半期連結会計期間における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

  (注) １ 金額は、販売価格によっております。 

２ 金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(2) 受注状況 

 当社グループは、少数の特殊製品(特殊ホース等)について受注生産を行うほかは、すべて見込生産であります。 

  

(3) 販売実績 

 当第３四半期連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

  (注) 金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

 当第３四半期連結会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。また、当第３四半期連結会計

期間において、前期の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。   

   

該当事項はありません。  

  

第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

事業の種類別セグメントの名称 金額(百万円) 前年同四半期比(％)

タイヤ  487,214 ＋13.0 

多角化  113,284 ＋12.4 

合計  600,498 ＋12.9 

事業の種類別セグメントの名称 金額(百万円) 前年同四半期比(％)

タイヤ  583,042  ＋5.4 

多角化  122,212  ＋5.9 

合計  705,255  ＋5.5 

２【事業等のリスク】

３【経営上の重要な契約等】
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文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において、当社グループが判断したものであります。  

  

(1) 業績の状況 

① 業績全般 

  

当第３四半期連結会計期間(2010年７月１日から2010年９月30日)の当社グループを取り巻く環境は、原材料・素

材価格が上昇基調で推移し、為替はドル安が急激に進行する中、国内においては、輸出や生産の減速など景気に足踏

みの状況が見られました。海外においては、政策効果の影響もあり、景気は、米国では緩やかに回復し、欧州では持

ち直しの動きが見られました。アジアにおいては、中国をはじめとし、各地で景気の回復や拡大が見られました。 

このような状況のもとで、当社グループは、グループ経営の最終目標である「タイヤ会社・ゴム会社として名実

共に世界一の地位の確立」の達成に向け、グローバルで、高い競争力を持つ商品の拡販や供給能力の増強、生産性の

向上、技術優位性の強化、そして経営資源の効率的活用などに一層の努力を続けてまいりました。さらに、需要構造

や競争構造などの事業環境の変化がかつてない速さで進行する中、市場の需要動向への迅速な対応を進めるととも

に、当社グループが戦略商品と位置付ける商品の拡販や、単なる商品単体の販売に終わらないビジネスモデルの構

築・拡大、環境対応商品・事業の展開をより迅速に実行してまいりました。 

この結果、当社グループの当第３四半期連結会計期間の売上高は7,052億円(前年同期比５％増)となり、営業利益

は349億円(前年同期比９％増)、経常利益は329億円(前年同期比34％増)、四半期純利益は222億円(前年同期比105％

増)となりました。 

  

４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

  当第３四半期 

連結会計期間 

前第３四半期 

連結会計期間 

増減 

金額 比率 

  

売上高 

億円 

７,０５２ 

億円 

６,６８５ 

億円 

＋３６６ 

％ 

＋５ 

営業利益 ３４９ ３２０ ＋２９ ＋９ 

経常利益 ３２９ ２４６ ＋８２ ＋３４ 

四半期純利益 ２２２ １０８ ＋１１３ ＋１０５ 
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② セグメント別業績 

(注)セグメント別の金額はセグメント間の取引を含んでおり、連結合計の金額はそれらを消去した後の数値で

あります。  

   

(a) 事業の種類別  

 

 

タイヤ部門では、国内外市場において魅力ある新商品の投入や、戦略商品として当社グループが位置付ける分野

の強化を進めてまいりました。日本では、タイヤの販売本数は、需要回復の影響もあり前年同期を大幅に上回りまし

た。米州では、北米タイヤ事業における乗用車及び小型トラック用タイヤ、トラック・バス用タイヤの販売本数は、

需要回復の影響もあり前年同期を上回り堅調に推移しました。ＵＨＰ(超高性能)タイヤをはじめとする戦略商品の市

販用の販売本数も前年同期を上回り好調に推移しました。欧州では、乗用車及び小型トラック用タイヤ、トラック・

バス用タイヤの販売本数は、需要回復の影響もあり前年同期を大幅に上回りました。戦略商品であるランフラットタ

イヤ、ＵＨＰタイヤやウィンタータイヤの市販用の販売本数も前年同期を著しく上回りました。特殊タイヤについて

は、建設・鉱山車両用大型・超大型ラジアルタイヤの販売本数は、前年同期を著しく上回りました。この結果、当第

３四半期連結会計期間の売上高は5,835億円(前年同期比５％増)となり、営業利益は原材料価格高騰などの影響もあ

りましたが334億円(前年同期比11％増)となりました。 

多角化部門では、需要回復の影響もあり、当第３四半期連結会計期間の売上高は1,250億円(前年同期比６％増)と

なりましたが、営業利益は原材料価格高騰などの影響もあり16億円(前年同期比21％減)となりました。 

  

  

  
当第３四半期 

連結会計期間 

前第３四半期 

連結会計期間 

増減 

金額 比率 

 タイヤ部門 
売上高 

億円 

５,８３５ 

億円 

５,５３６ 

億円 

＋２９８ 

％ 

＋５ 

営業利益 ３３４  ２９９ ＋３４ ＋１１ 

多角化部門 
売上高 １,２５０ １,１７６ ＋７３ ＋６ 

営業利益 １６  ２０ △４ △２１ 

連結 合計 
売上高 ７,０５２ ６,６８５ ＋３６６ ＋５ 

営業利益 ３４９  ３２０ ＋２９ ＋９ 
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(b) 所在地別  

  

  

日本では、タイヤ部門、多角化部門とも、販売は前年同期を上回りました。その結果、当第３四半期連結会計期

間の売上高は2,689億円(前年同期比11％増)となり、営業利益は為替円高および原材料価格高騰などの影響もありま

したが34億円(前年同期比24％増)となりました。 

米州では、当第３四半期連結会計期間の売上高は3,141億円(前年同期比３％増)となりましたが、営業利益は原材

料価格高騰などの影響が大きく136億円(前年同期比22％減)となりました。 

欧州では、当第３四半期連結会計期間の売上高は、円高による為替換算の影響が大きく941億円(前年同期比２％

減)となりましたが、営業利益は販売数量の増加などにより23億円(前年同期は10億円の損失)となりました。 

その他地域では、当第３四半期連結会計期間の売上高は1,531億円(前年同期比12％増)となりましたが、営業利益

は原材料価格高騰などの影響が大きく112億円(前年同期比15％減)となりました。 

  

  

  
当第３四半期 

連結会計期間 

前第３四半期 

連結会計期間 

増減 

金額 比率 

日本 
売上高 

億円 

２,６８９ 

億円 

２,４２１ 

億円 

＋２６８ 

％ 

＋１１ 

営業利益 ３４ ２８ ＋６ ＋２４ 

米州 
売上高 ３,１４１ ３,０５２ ＋８８ ＋３ 

営業利益 １３６ １７５ △３８ △２２ 

欧州 
売上高 ９４１ ９５６ △１４ △２ 

営業利益(△は損失) ２３ △１０ ＋３３ － 

その他 
売上高 １,５３１ １,３６４ ＋１６７ ＋１２ 

営業利益 １１２ １３２ △２０ △１５ 

連結 合計 
売上高 ７,０５２ ６,６８５ ＋３６６ ＋５ 

営業利益 ３４９ ３２０ ＋２９ ＋９ 
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(2) 資産、負債及び純資産の状況  

当第３四半期連結会計期間末における資産、負債及び純資産の状況は以下のとおりであります。  

  

(資産の部) 

資産の部は、有価証券が482億円増加したものの、受取手形及び売掛金が870億円、有形固定資産が692億円、それ

ぞれ減少したことなどから、前連結会計年度末に比べ1,239億円減少し、26,844億円となりました。   

  

(負債の部) 

負債の部は、短期借入金が1,634億円増加したものの、社債(１年内償還予定のものを含む)が600億円、長期借入

金が1,962億円、退職給付引当金が354億円、それぞれ減少したことなどから、前連結会計年度末に比べ1,428億円減

少し、15,448億円となりました。 

  

(純資産の部)  

純資産の部は、配当金の支払いにより141億円、為替換算調整勘定が452億円、それぞれ減少したものの、四半期

純利益の計上により667億円増加したことなどから、前連結会計年度末に比べ188億円増加し、11,396億円となりまし

た。その結果、自己資本比率は41.2％となり、前連結会計年度末に比べ2.5％の増加となりました。 

  

2010/11/11 19:21:2810682883_第３四半期報告書_20101111192107

- 8 -



(3) キャッシュ・フローの状況  

  

 当第３四半期連結会計期間における当社グループの現金及び現金同等物(以下「資金」)は、全体で12億円増加(前

年同期は610億円の増加)し、当第３四半期連結会計期間末には1,879億円となりました。 

  

(営業活動によるキャッシュ・フロー) 

 営業活動による資金収支は、355億円の収入(前年同期比744億円の収入減)となりました。これは、売上債権の増加

額251億円(前年同期は532億円の増加)や、たな卸資産の増加額164億円(前年同期は454億円の減少)、法人税等の支払

額67億円(前年同期は33億円)などがあったものの、税金等調整前四半期純利益329億円(前年同期は246億円)や、減価

償却費453億円(前年同期は488億円)などがあったことによるものです。 

  

(投資活動によるキャッシュ・フロー) 

 投資活動による資金収支は、457億円の支出(前年同期比27億円の支出増)となりました。これは、有形固定資産の

取得による支出443億円(前年同期は387億円)などによるものです。 

  

(財務活動によるキャッシュ・フロー) 

 財務活動による資金収支は、20億円の収入(前年同期比72億円の収入減)となりました。これは、配当金の支払額78

億円(前年同期は62億円)などがあったものの、短期借入金及びコマーシャル・ペーパーの増加額116億円(前年同期は

556億円の減少)や、社債の発行による収入21億円(前年同期は650億円)などによるものです。 

  

  
当第３四半期 

連結会計期間 

前第３四半期 

連結会計期間 

増減 

金額 

  

営業活動によるキャッシュ・フロー 

億円 

３５５

億円 

１,１００ 

億円 

△７４４ 

投資活動によるキャッシュ・フロー △４５７ △４２９ △２７ 

財務活動によるキャッシュ・フロー ２０ ９３ △７２ 

現金及び現金同等物に係る換算差額 ９４ △１５３ ＋２４７ 

現金及び現金同等物の増減額 １２ ６１０ △５９７ 

現金及び現金同等物の 
第２四半期末残高 １,８６６ １,３９３ ＋４７３ 

第３四半期末残高 １,８７９ ２,００４ △１２４ 
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(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題 

 当第３四半期連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について、重要な変更はありません。 

  

(5) 研究開発活動 

  当第３四半期連結会計期間におけるグループ全体の研究開発費は210億円であります。 

  なお、当第３四半期連結会計期間において、研究開発活動の状況に重要な変更はありません。  
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(1）主要な設備の状況 

  当第３四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。  

  

(2）設備の新設、除却等の計画 

  当第３四半期連結会計期間において、前四半期連結会計期間末に計画中であった重要な設備の新設、除却等につ

いて、重要な変更はありません。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はあ

りません。 

   

  

第３【設備の状況】
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① 【株式の総数】 

  

  

② 【発行済株式】 

  

   

  

第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

(1)【株式の総数等】

種類 発行可能株式総数(株) 

普通株式  1,450,000,000

計  1,450,000,000

種類 
当第３四半期会計期間末 

現在発行数(株) 
(2010年９月30日) 

提出日現在
発行数(株) 

(2010年11月12日) 

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名 

内容

普通株式  813,102,321  813,102,321

東京証券取引所 

大阪証券取引所 

名古屋証券取引所 

福岡証券取引所 

東京、大阪、名古屋 

は市場第一部に上場 

単元株式数100株 

計  813,102,321  813,102,321 ― ― 
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① 当社は、旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき、取締役及び従業員に新株予約権を付与してお

り、その内容は次のとおりであります。 

＜2004年３月30日定時株主総会決議＞ 

  
  (注) １ 各新株予約権の目的たる株式の数は、1,000株とする。 

  
２ 発行日以降、以下の事由が生じた場合は、払込価額をそれぞれ調整する。 

(1) 株式の分割又は併合を行う場合には、次の算式により払込価額を調整し、調整の結果生じる１円未満の

端数は切り上げる。 
  

  
(2) 時価を下回る価額で新株式を発行又は自己株式を処分する場合(新株予約権の行使、「商法等の一部を

改正する法律」(平成13年法律第128号)施行前の旧商法第280条ノ19の規定に基づく新株引受権の行使並

びに「商法等の一部を改正する等の法律」(平成13年法律第79号)施行前の旧商法第210条ノ２の規定に

基づき付与された株式譲渡請求権の行使の場合を除く)は、次の算式により払込価額を調整し、調整に

より生じる１円未満の端数は切り上げる。 
  

  
なお、上記算式において、「既発行株式数」とは発行済株式総数から保有する自己株式の総数を控除し

た数とし、また、自己株式を処分する場合には、「新規発行株式数」を「処分する自己株式数」に読み

替えるものとする。 
  
(3) 資本の減少、合併又は会社分割を行う場合等、払込価額の調整を必要とするやむを得ない事由が生じた

ときは、資本減少、合併又は会社分割の条件等を勘案のうえ、合理的な範囲で払込価額を調整するもの

とする。 
  
３ その他の権利付与の条件は、当社と割当対象者との間で締結する新株予約権割当契約の定めるところによ

る。 

  

(2)【新株予約権等の状況】

  
当第３四半期会計期間末現在 

(2010年９月30日) 

新株予約権の数(個)  
(注)１ 

225

新株予約権のうち自己新株予約権の数(個)  ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 

新株予約権の目的となる株式の数(株)  225,000

新株予約権の行使時の払込金額(円)  
(注)２ 
1,864

新株予約権の行使期間 
2006年４月１日～ 
2011年３月31日 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の
株式の発行価格及び資本組入額(円) 

発行価格        
資本組入額        

1,864
932

新株予約権の行使の条件 
・各新株予約権の一部行使はできないこととする。
・その他権利行使の条件は、当社取締役会において決定
する。                               (注)３ 

新株予約権の譲渡に関する事項 
・新株予約権を譲渡するときは当社取締役会の承認を要
するものとする。                          (注)３ 

代用払込みに関する事項 ― 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ― 

調整後 
払込価額 

＝
調整前 

払込価額 
× 

１ 

分割・併合の比率

        既発行
株式数

＋
新規発行株式数×１株当たり払込金額 

調整後 
払込価額 

＝
調整前 

払込価額 
× 

時価 

既発行株式数＋新規発行株式数 
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＜2005年３月30日定時株主総会決議＞ 

  
  (注) １ 各新株予約権の目的たる株式の数は、1,000株とする。 

  
２ 発行日以降、以下の事由が生じた場合は、払込価額をそれぞれ調整する。 

(1) 株式の分割又は併合を行う場合には、次の算式により払込価額を調整し、調整の結果生じる１円未満の

端数は切り上げる。 
  

  
(2) 時価を下回る価額で新株式を発行又は自己株式を処分する場合(新株予約権の行使、「商法等の一部を

改正する法律」(平成13年法律第128号)施行前の旧商法第280条ノ19の規定に基づく新株引受権の行使並

びに「商法等の一部を改正する等の法律」(平成13年法律第79号)施行前の旧商法第210条ノ２の規定に

基づき付与された株式譲渡請求権の行使の場合を除く)は、次の算式により払込価額を調整し、調整に

より生じる１円未満の端数は切り上げる。 
  

  
なお、上記算式において、「既発行株式数」とは発行済株式総数から保有する自己株式の総数を控除し

た数とし、また、自己株式を処分する場合には、「新規発行株式数」を「処分する自己株式数」に読み

替えるものとする。 
  
(3) 資本の減少、合併又は会社分割を行う場合等、払込価額の調整を必要とするやむを得ない事由が生じた

ときは、資本減少、合併又は会社分割の条件等を勘案のうえ、合理的な範囲で払込価額を調整するもの

とする。 
  
３ その他の権利付与の条件は、当社と割当対象者との間で締結する新株予約権割当契約の定めるところによ

る。 

  

  
当第３四半期会計期間末現在 

(2010年９月30日) 

新株予約権の数(個)  
(注)１ 

252

新株予約権のうち自己新株予約権の数(個)  ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 

新株予約権の目的となる株式の数(株)  252,000

新株予約権の行使時の払込金額(円)  
(注)２ 
2,114

新株予約権の行使期間 
2007年４月１日～ 
2012年３月31日 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の
株式の発行価格及び資本組入額(円) 

発行価格        
資本組入額       

2,114
1,057

新株予約権の行使の条件 
・各新株予約権の一部行使はできないこととする。
・その他権利行使の条件は、当社取締役会において決定
する。                               (注)３ 

新株予約権の譲渡に関する事項 
・新株予約権を譲渡するときは当社取締役会の承認を要
するものとする。                          (注)３ 

代用払込みに関する事項 ― 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ― 

調整後 
払込価額 

＝
調整前 

払込価額 
× 

１ 

分割・併合の比率

        既発行
株式数

＋
新規発行株式数×１株当たり払込金額 

調整後 
払込価額 

＝
調整前 

払込価額 
× 

時価 

既発行株式数＋新規発行株式数 
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＜2006年３月30日定時株主総会決議＞ 

  
  (注) １ 各新株予約権の目的たる株式の数は、1,000株とする。 

  
２ 発行日以降、以下の事由が生じた場合は、払込価額をそれぞれ調整する。 

(1) 株式の分割又は併合を行う場合には、次の算式により払込価額を調整し、調整の結果生じる１円未満の

端数は切り上げる。 
  

  
(2) 時価を下回る価額で新株式を発行又は自己株式を処分する場合(新株予約権の行使、「商法等の一部を

改正する法律」(平成13年法律第128号)施行前の旧商法第280条ノ19の規定に基づく新株引受権の行使並

びに「商法等の一部を改正する等の法律」(平成13年法律第79号)施行前の旧商法第210条ノ２の規定に

基づき付与された株式譲渡請求権の行使の場合を除く)は、次の算式により払込価額を調整し、調整に

より生じる１円未満の端数は切り上げる。 
  

  
なお、上記算式において、「既発行株式数」とは発行済株式総数から保有する自己株式の総数を控除し

た数とし、また、自己株式を処分する場合には、「新規発行株式数」を「処分する自己株式数」に読み

替えるものとする。 
  
(3) 資本の減少、合併又は会社分割を行う場合等、払込価額の調整を必要とするやむを得ない事由が生じた

ときは、資本減少、合併又は会社分割の条件等を勘案のうえ、合理的な範囲で払込価額を調整するもの

とする。 
  
３ その他の権利付与の条件は、当社と割当対象者との間で締結する新株予約権割当契約の定めるところによ

る。 

   

  
当第３四半期会計期間末現在 

(2010年９月30日) 

新株予約権の数(個)  
(注)１ 

280

新株予約権のうち自己新株予約権の数(個)  ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 

新株予約権の目的となる株式の数(株)  280,000

新株予約権の行使時の払込金額(円)  
(注)２ 
2,775

新株予約権の行使期間 
2008年４月１日～ 
2013年３月31日 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の
株式の発行価格及び資本組入額(円) 

発行価格        
資本組入額       

2,775
1,388

新株予約権の行使の条件 
・各新株予約権の一部行使はできないこととする。
・その他権利行使の条件は、当社取締役会において決定
する。                               (注)３ 

新株予約権の譲渡に関する事項 
・新株予約権を譲渡するときは当社取締役会の承認を要
するものとする。                          (注)３ 

代用払込みに関する事項 ― 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ― 

調整後 
払込価額 

＝
調整前 

払込価額 
× 

１ 

分割・併合の比率

        既発行
株式数

＋
新規発行株式数×１株当たり払込金額 

調整後 
払込価額 

＝
調整前 

払込価額 
× 

時価 

既発行株式数＋新規発行株式数 
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② 当社は、会社法第236条、第238条及び第239条の規定に基づき、取締役及び従業員に新株予約権を付与してお

り、その内容は次のとおりであります。 

＜2007年３月29日定時株主総会決議＞ 

  
  (注) １ 各新株予約権の目的たる株式の数は、100株とする。 

  
２ 割当日後、以下の事由が生じた場合は、行使価額をそれぞれ調整する。 

(1) 当社が株式分割または株式併合を行う場合には、次の算式により行使価額を調整し、調整の結果生じる

１円未満の端数は、これを切り上げる。 
  

  
(2) 当社が時価を下回る価額で株式を発行しまたは自己の株式を処分する場合(新株予約権の行使、「商法

等の一部を改正する法律」(平成13年法律第128号)施行前の旧商法第280条ノ19の規定に基づく新株引受

権の行使および「商法等の一部を改正する等の法律」(平成13年法律第79号)施行前の旧商法第210条ノ

２の規定に基づき付与された株式譲渡請求権の行使の場合を除く。)は、次の算式により行使価額を調

整し、調整により生じる１円未満の端数は、これを切り上げる。 
  

  
なお、上記算式において、「既発行株式数」とは当社の発行済株式総数から当社の保有する自己の株式

の総数を控除した数とし、また、自己の株式を処分する場合には、「新規発行株式数」を「処分する自

己の株式数」に読み替えるものとする。 
  
(3) 当社が資本金の減少、合併または会社分割を行う場合等、行使価額の調整を必要とするやむを得ない事

由が生じたときは、資本金の減少、合併または会社分割の条件等を勘案のうえ、合理的な範囲で行使価

額を調整するものとする。 
  
３ その他の権利付与の条件は、当社と割当対象者との間で締結する新株予約権割当契約の定めるところによ

る。 

   

  
当第３四半期会計期間末現在 

(2010年９月30日) 

新株予約権の数(個)  
(注)１ 
2,600

新株予約権のうち自己新株予約権の数(個)  ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 

新株予約権の目的となる株式の数(株)  260,000

新株予約権の行使時の払込金額(円)  
(注)２ 
2,546

新株予約権の行使期間 
2009年４月１日～ 
2014年３月31日 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の
株式の発行価格及び資本組入額(円) 

発行価格        
資本組入額       

2,546
1,497

新株予約権の行使の条件 
・各新株予約権の一部行使はできないこととする。
・その他権利行使の条件は、当社取締役会において決定
する。                               (注)３ 

新株予約権の譲渡に関する事項 
・譲渡による新株予約権の取得については当社取締役会
の承認を要することとする。          (注)３ 

代用払込みに関する事項 ― 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ― 

調整後 
行使価額 

＝
調整前 

行使価額 
× 

１ 

分割・併合の比率

        既発行
株式数

＋
新規発行株式数×１株当たり払込金額 

調整後 
行使価額 

＝
調整前 

行使価額 
× 

時価 

既発行株式数＋新規発行株式数 
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③ 当社は、会社法第236条、第238条及び第240条の規定に基づき、取締役及び従業員に新株予約権を付与してお

り、その内容は次のとおりであります。 

＜2008年３月27日定時株主総会及び取締役会決議＞ 

  
  (注) １ 各新株予約権の目的たる株式の数は、100株とする。 

  
２ 割当日後、以下の事由が生じた場合は、行使価額をそれぞれ調整する。 

(1) 当社が株式分割または株式併合を行う場合には、次の算式により行使価額を調整し、調整の結果生じる

１円未満の端数は、これを切り上げる。 
  

  
(2) 当社が時価を下回る価額で株式を発行しまたは自己の株式を処分する場合(新株予約権の行使、「商法

等の一部を改正する法律」(平成13年法律第128号)施行前の旧商法第280条ノ19の規定に基づく新株引受

権の行使および「商法等の一部を改正する等の法律」(平成13年法律第79号)施行前の旧商法第210条ノ

２の規定に基づき付与された株式譲渡請求権の行使の場合を除く。)は、次の算式により行使価額を調

整し、調整により生じる１円未満の端数は、これを切り上げる。 
  

  
なお、上記算式において、「既発行株式数」とは当社の発行済株式総数から当社の保有する自己の株式

の総数を控除した数とし、また、自己の株式を処分する場合には、「新規発行株式数」を「処分する自

己の株式数」に読み替えるものとする。 
  
(3) 当社が資本金の減少、合併または会社分割を行う場合等、行使価額の調整を必要とするやむを得ない事

由が生じたときは、資本金の減少、合併または会社分割の条件等を勘案のうえ、合理的な範囲で行使価

額を調整するものとする。 
  
３ その他の権利付与の条件は、当社と割当対象者との間で締結する新株予約権割当契約の定めるところによ

る。 

   

  
当第３四半期会計期間末現在 

(2010年９月30日) 

新株予約権の数(個)  
(注)１ 
2,345

新株予約権のうち自己新株予約権の数(個)  ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 

新株予約権の目的となる株式の数(株)  234,500

新株予約権の行使時の払込金額(円)  
(注)２ 
1,936

新株予約権の行使期間 
2010年４月１日～ 
2015年３月31日 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の
株式の発行価格及び資本組入額(円) 

発行価格        
資本組入額       

1,936
1,168

新株予約権の行使の条件 
・各新株予約権の一部行使はできないこととする。
・その他権利行使の条件は、当社取締役会において決定
する。                               (注)３ 

新株予約権の譲渡に関する事項 
・譲渡による新株予約権の取得については当社取締役会
の承認を要することとする。          (注)３ 

代用払込みに関する事項 ― 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ― 

調整後 
行使価額 

＝
調整前 

行使価額 
× 

１ 

分割・併合の比率

        既発行
株式数

＋
新規発行株式数×１株当たり払込金額 

調整後 
行使価額 

＝
調整前 

行使価額 
× 

時価 

既発行株式数＋新規発行株式数 
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④ 当社は、会社法第236条、第238条及び第240条の規定に基づき、取締役及び取締役を兼務しない執行役員に新株

予約権を付与しており、その内容は次のとおりであります。 

＜2009年３月26日定時株主総会及び取締役会決議＞ 

  
 (注) １ 各新株予約権の目的たる株式の数は、100株とする。 
  

２ 割当日後、以下の事由が生じた場合は、付与株式数をそれぞれ調整する。 

(1) 当社が株式分割(株式無償割当てを含む。以下、株式分割の記載について同じ。)または株式併合を行う

場合には、付与株式数を次の算式により調整し、新株予約権の目的である株式の総数は、調整後付与株

式数に当該時点で行使されまたは当社が取得していない新株予約権の総数を乗じた数とする。 

  調整後付与株式数 ＝ 調整前付与株式数 × 分割・併合の比率 

  (調整後付与株式数は、１株未満の端数を切り捨てて算出するものとする。) 
  
(2) 当社が資本金の減少、合併または会社分割を行う場合等、付与株式数の調整を必要とするやむを得ない

事由が生じたときは、資本金の減少、合併または会社分割の条件等を勘案のうえ、合理的な範囲で付与

株式数を調整し、新株予約権の目的である株式の総数は、調整後付与株式数に当該時点で行使されまた

は当社が取得していない新株予約権の総数を乗じた数とする。この調整後付与株式数は、１株未満の端

数を切り捨てて算出するものとする。 
  

３ その他の詳細は、募集事項及び当社と新株予約権者との間で締結する新株予約権割当契約の定めるところに

よる。 

  

  
当第３四半期会計期間末現在 

(2010年９月30日) 

新株予約権の数(個)  
(注)１ 
1,100

新株予約権のうち自己新株予約権の数(個)  ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 

新株予約権の目的となる株式の数(株) 
 

(注)２ 

110,000

新株予約権の行使時の払込金額(円)  1

新株予約権の行使期間 
2009年５月１日～ 
2029年４月30日 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の
株式の発行価格及び資本組入額(円) 

発行価格        
資本組入額        

1,265
633

新株予約権の行使の条件 

・新株予約権者は、上記の行使期間のうち、当社の取締
役と執行役員のいずれか、又は双方の地位にある期間
(退任日を含み、以下、「役員等在任期間」という。)
は、新株予約権を行使することができないものとす
る。 

・新株予約権者が2010年２月末日までに役員等在任期間
を満了した場合(死亡により満了した場合を含む。)に
は、当該新株予約権者(その承継人を含む。)は、割り
当てを受けた新株予約権の個数に役員等在任期間の満
了日から2010年３月31日までの期間に対応する月数(１
ヶ月未満は切り捨てる。)を乗じた数を12で除した数の
新株予約権(ただし、１個未満の新株予約権は、これを
切り捨てる。)を行使することができないものとする。 

・各新株予約権の一部行使はできないこととする。 
・その他の権利行使の条件は、当社と新株予約権者との
間で締結する新株予約権割当契約に定めるものとす
る。 

新株予約権の譲渡に関する事項 
・譲渡による新株予約権の取得については、当社取締役
会の承認を要することとする。         (注)３ 

代用払込みに関する事項 ― 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ― 
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＜2010年３月30日定時株主総会及び取締役会決議＞ 

  
 (注) １ 各新株予約権の目的たる株式の数は、100株とする。 
  

２ 割当日後、以下の事由が生じた場合は、付与株式数をそれぞれ調整する。 

(1) 当社が株式分割(株式無償割当てを含む。以下、株式分割の記載について同じ。)または株式併合を行う

場合には、付与株式数を次の算式により調整し、新株予約権の目的である株式の総数は、調整後付与株

式数に当該時点で行使されまたは当社が取得していない新株予約権の総数を乗じた数とする。 

  調整後付与株式数 ＝ 調整前付与株式数 × 分割・併合の比率 

  (調整後付与株式数は、１株未満の端数を切り捨てて算出するものとする。) 
  
(2) 当社が資本金の減少、合併または会社分割を行う場合等、付与株式数の調整を必要とするやむを得ない

事由が生じたときは、資本金の減少、合併または会社分割の条件等を勘案のうえ、合理的な範囲で付与

株式数を調整し、新株予約権の目的である株式の総数は、調整後付与株式数に当該時点で行使されまた

は当社が取得していない新株予約権の総数を乗じた数とする。この調整後付与株式数は、１株未満の端

数を切り捨てて算出するものとする。 
  

３ その他の詳細は、募集事項及び当社と新株予約権者との間で締結する新株予約権割当契約の定めるところに

よる。 

  

  
当第３四半期会計期間末現在 

(2010年９月30日) 

新株予約権の数(個)  
(注)１ 
1,185

新株予約権のうち自己新株予約権の数(個)  ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 

新株予約権の目的となる株式の数(株) 
 

(注)２ 

118,500

新株予約権の行使時の払込金額(円)  1

新株予約権の行使期間 
2010年５月６日～ 
2030年４月30日 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の
株式の発行価格及び資本組入額(円) 

発行価格        
資本組入額        

1,401
701

新株予約権の行使の条件 

・新株予約権者は、上記の行使期間のうち、当社の取締
役と執行役員のいずれか、又は双方の地位にある期間
(退任日を含み、以下、「役員等在任期間」という。)
は、新株予約権を行使することができないものとす
る。 

・新株予約権者が2011年２月末日までに役員等在任期間
を満了した場合(死亡により満了した場合を含む。)に
は、当該新株予約権者(その承継人を含む。)は、割り
当てを受けた新株予約権の個数に役員等在任期間の満
了日から2011年３月31日までの期間に対応する月数(１
ヶ月未満は切り捨てる。)を乗じた数を12で除した数の
新株予約権(ただし、１個未満の新株予約権は、これを
切り捨てる。)を行使することができないものとする。 

・各新株予約権の一部行使はできないこととする。 
・その他の権利行使の条件は、当社と新株予約権者との
間で締結する新株予約権割当契約に定めるものとす
る。 

新株予約権の譲渡に関する事項 
・譲渡による新株予約権の取得については、当社取締役
会の承認を要することとする。         (注)３ 

代用払込みに関する事項 ― 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ― 
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 該当事項はありません。  

  

  

 該当事項はありません。  

   

  

  

  

  

   大量保有報告書の写しの送付がなく、当第３四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりません。 

   

  

(3)【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

(4)【ライツプランの内容】

(5)【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
(千株) 

発行済株式
総数残高 
(千株) 

資本金増減額
(百万円) 

資本金残高
(百万円) 

資本準備金 
増減額 
(百万円) 

資本準備金
残高 

(百万円) 

 自 2010年７月１日 

 至 2010年９月30日 
―  813,102 ―  126,354 ―  122,078

(6)【大株主の状況】
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当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日(2010年６月30日)に基づく株主名簿による記載をしております。 

  

①【発行済株式】 

(2010年６月30日現在) 

   (注) １ 「完全議決権株式(その他)」欄の株式数には、証券保管振替機構名義の株式が1,600株含まれております。

 ２  「完全議決権株式(その他)」及び「総株主の議決権」欄の議決権の数には、いずれも証券保管振替機構  

     名義の株式に係る議決権が16個含まれております。 

  

②【自己株式等】 

(2010年６月30日現在) 

  

  

(7)【議決権の状況】

 区分  株式数(株) 議決権の数(個) 内容  

 無議決権株式  ─  ─  ─ 

 議決権制限株式(自己株式等) ─  ─  ─ 

 議決権制限株式(その他) ─  ─  ─ 

 完全議決権株式(自己株式等) 

 (自己保有株式) 

普通株式      28,754,600
─  ─ 

 (相互保有株式) 

普通株式          14,000
─  ─ 

 完全議決権株式(その他) 普通株式     784,085,600  7,840,856 ─ 

 単元未満株式 普通株式         248,121 ─  ─ 

 発行済株式総数  813,102,321 ─  ─ 

 総株主の議決権 ─   7,840,856 ─ 

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株) 

他人名義
所有株式数

(株) 

所有株式数 
の合計 
(株) 

発行済株式総数
に対する所有 

株式数の割合(％) 

 ㈱ブリヂストン 
 東京都中央区京橋 

 一丁目10番１号 
 28,754,600 ─  28,754,600  3.54

 ブリヂストンタイヤ 

 長野販売㈱ 

 長野県松本市鎌田 

 一丁目９番14号 
 14,000 ─  14,000 ─ 

計 ―  28,768,600 ─  28,768,600  3.54

2010/11/11 19:21:2810682883_第３四半期報告書_20101111192107

- 21 -



【当第３四半期累計期間における月別最高・最低株価】 
  

 (注) 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

  

  

  前期の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員(取締役及び監査役)の異動はあ 

 りません。  

  

 (参考) 

   前期の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までの執行役員の異動は、次のとおりであります。 

  選任 江藤 彰洋 2010年７月１日付 

     梶原 浩二 2010年７月１日付 

        濱田 達郎 2010年７月１日付 

         辻  將仁 2010年７月１日付 

２【株価の推移】

月別 
2010年 
１月 

２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月

最高(円)  1,640  1,562  1,602  1,601  1,643  1,549  1,584  1,612  1,581

最低(円)  1,430  1,422  1,504  1,488  1,438  1,404  1,396  1,453  1,462

３【役員の状況】
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１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

 当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府

令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づき作成しております。 

 なお、前第３四半期連結会計期間(2009年７月１日から2009年９月30日まで)及び前第３四半期連結累計期間(2009

年１月１日から2009年９月30日まで)は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当第３四半期連結会計期間

(2010年７月１日から2010年９月30日まで)及び当第３四半期連結累計期間(2010年１月１日から2010年９月30日まで)

は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づき作成しております。 

  

２．監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第３四半期連結会計期間(2009年７月１日から2009

年９月30日まで)及び前第３四半期連結累計期間(2009年１月１日から2009年９月30日まで)に係る四半期連結財務諸

表並びに当第３四半期連結会計期間(2010年７月１日から2010年９月30日まで)及び当第３四半期連結累計期間(2010

年１月１日から2010年９月30日まで)に係る四半期連結財務諸表について、有限責任監査法人トーマツによる四半期

レビューを受けております。 

  

第５【経理の状況】
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１【四半期連結財務諸表】 
(1) 【四半期連結貸借対照表】 

（単位：百万円）

当第３四半期連結会計期間末
(2010年９月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(2009年12月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 138,229 158,605

受取手形及び売掛金 396,950 483,960

有価証券 132,131 83,915

商品及び製品 273,593 271,935

仕掛品 34,805 30,214

原材料及び貯蔵品 143,225 133,134

その他 148,472 131,110

貸倒引当金 △10,213 △18,419

流動資産合計 1,257,195 1,274,457

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 338,014 358,029

機械装置及び運搬具（純額） 371,855 422,175

その他（純額） 297,453 296,397

有形固定資産合計 ※1  1,007,323 ※1  1,076,601

無形固定資産 32,728 38,654

投資その他の資産   

投資有価証券 203,763 214,396

その他 184,897 205,076

貸倒引当金 △1,433 △746

投資その他の資産合計 387,227 418,726

固定資産合計 1,427,279 1,533,981

資産合計 2,684,475 2,808,439
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（単位：百万円）

当第３四半期連結会計期間末
(2010年９月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(2009年12月31日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 164,425 165,289

短期借入金 332,558 169,081

コマーシャル・ペーパー 17,535 1,914

1年内償還予定の社債 27,223 70,449

リース債務 923 931

未払法人税等 24,888 11,290

未払金 100,155 135,325

その他 213,781 208,414

流動負債合計 881,491 762,696

固定負債   

社債 122,010 138,827

長期借入金 203,704 399,916

リース債務 5,489 5,206

退職給付引当金 249,319 284,758

その他 82,786 96,237

固定負債合計 663,310 924,945

負債合計 1,544,801 1,687,641

純資産の部   

株主資本   

資本金 126,354 126,354

資本剰余金 122,629 122,647

利益剰余金 1,072,201 1,006,859

自己株式 △57,239 △54,847

株主資本合計 1,263,945 1,201,013

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 101,597 100,696

繰延ヘッジ損益 △530 △844

為替換算調整勘定 △259,506 △214,263

評価・換算差額等合計 △158,439 △114,411

新株予約権 514 336

少数株主持分 33,653 33,859

純資産合計 1,139,673 1,120,797

負債純資産合計 2,684,475 2,808,439
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(2) 【四半期連結損益計算書】 
【第３四半期連結累計期間】 

（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間 
(自 2009年１月１日 

 至 2009年９月30日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 2010年１月１日 

 至 2010年９月30日) 

売上高 1,873,960 2,091,246

売上原価 1,300,889 1,415,388

売上総利益 573,070 675,858

販売費及び一般管理費   

販売運賃 85,185 88,749

広告宣伝費及び販売促進費 70,911 72,312

給料手当及び賞与 139,986 142,755

退職給付費用 15,913 13,591

減価償却費 19,063 17,943

研究開発費 63,964 62,571

その他 165,955 164,530

販売費及び一般管理費合計 560,980 562,453

営業利益 12,089 113,405

営業外収益   

受取利息 2,209 2,391

受取配当金 2,355 2,286

雑収入 15,177 10,337

営業外収益合計 19,741 15,015

営業外費用   

支払利息 20,341 14,349

為替差損 3,098 1,583

雑損失 17,633 11,612

営業外費用合計 41,072 27,545

経常利益又は経常損失（△） △9,241 100,875

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

△9,241 100,875

法人税等 15,286 29,499

少数株主利益 2,934 4,613

四半期純利益又は四半期純損失（△） △27,461 66,762
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【第３四半期連結会計期間】 

（単位：百万円）

前第３四半期連結会計期間 
(自 2009年７月１日 
 至 2009年９月30日) 

当第３四半期連結会計期間 
(自 2010年７月１日 

 至 2010年９月30日) 

売上高 668,584 705,255

売上原価 449,292 484,703

売上総利益 219,292 220,551

販売費及び一般管理費   

販売運賃 29,974 31,010

広告宣伝費及び販売促進費 21,383 23,579

給料手当及び賞与 48,377 47,148

退職給付費用 5,750 4,306

減価償却費 6,560 5,969

研究開発費 21,093 21,023

その他 54,099 52,532

販売費及び一般管理費合計 187,238 185,569

営業利益 32,054 34,982

営業外収益   

受取利息 674 842

受取配当金 82 60

為替差益 110 1,175

雑収入 4,860 2,167

営業外収益合計 5,727 4,245

営業外費用   

支払利息 6,248 4,454

雑損失 6,908 1,855

営業外費用合計 13,156 6,310

経常利益 24,625 32,917

税金等調整前四半期純利益 24,625 32,917

法人税等 12,125 9,256

少数株主利益 1,623 1,402

四半期純利益 10,876 22,258
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(3) 【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】 

（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間 
(自 2009年１月１日 

 至 2009年９月30日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 2010年１月１日 

 至 2010年９月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半
期純損失（△）

△9,241 100,875

減価償却費 134,733 128,784

貸倒引当金の増減額（△は減少） 1,062 △6,084

退職給付引当金の増減額（△は減少） △16,983 △16,076

受取利息及び受取配当金 △4,564 △4,678

支払利息 20,341 14,349

為替差損益（△は益） △2,449 －

売上債権の増減額（△は増加） 47,584 △30,020

たな卸資産の増減額（△は増加） 147,137 △48,581

仕入債務の増減額（△は減少） △104,651 △3,899

その他 48,874 30,833

小計 261,841 165,503

利息及び配当金の受取額 4,550 4,666

利息の支払額 △19,597 △15,054

ＥＵ競争法関連支払額 △7,420 －

法人税等の支払額 △14,481 △16,877

営業活動によるキャッシュ・フロー 224,893 138,237

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △152,847 △135,316

有形固定資産の売却による収入 3,538 2,965

投資有価証券の取得による支出 △7,926 △1,986

投資有価証券の売却による収入 － 5,756

投資有価証券の償還による収入 3,000 －

その他 △5,207 △645

投資活動によるキャッシュ・フロー △159,443 △129,226

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金及びコマーシャル・ペーパーの増減額
（△は減少）

△130,983 47,101

長期借入れによる収入 144,858 12,013

長期借入金の返済による支出 △35,519 △27,748

社債の発行による収入 71,282 9,790

社債の償還による支出 △11,524 △69,567

自己株式の取得による支出 － △2,469

配当金の支払額 △14,868 △14,080

その他 △1,615 △2,848

財務活動によるキャッシュ・フロー 21,628 △47,808

現金及び現金同等物に係る換算差額 △748 △9,502

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 86,329 △48,300

現金及び現金同等物の期首残高 114,075 236,270

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1  200,404 ※1  187,969

2010/11/11 19:21:2810682883_第３四半期報告書_20101111192107

- 28 -



  

  

【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

  
当第３四半期連結累計期間
（自 2010年１月１日 
至 2010年９月30日） 

１．連結の範囲に関する事項

の変更 

(1)連結の範囲の変更 

  連結子会社数の増減は、次のとおりであります。 

  (増加)５社(設立による増加) 

  (減少)56社(合併による消滅ほか) 

(2)変更後の連結子会社の数 

      353社 

  

２．持分法の適用に関する事

項の変更 

(1)持分法適用関連会社の変更  

  持分法適用会社数の増減は次のとおりであります。 

  (増加)２社(買収による増加ほか) 

  (減少)４社(清算による消滅ほか) 

(2)変更後の持分法適用関連会社の数 

      157社 

  

３．会計処理基準に関する事

項の変更 

(企業結合に関する会計基準等の適用) 

当第３四半期連結会計期間より、「企業結合に関する会計基

準」(企業会計基準第21号 2008年12月26日)、「連結財務諸表

に関する会計基準」(企業会計基準第22号 2008年12月26日)、

「『研究開発費等に係る会計基準』の一部改正」(企業会計基

準第23号 2008年12月26日)、「事業分離等に関する会計基

準」(企業会計基準第７号 2008年12月26日)、「持分法に関す

る会計基準」(企業会計基準第16号 2008年12月26日公表分)及

び「企業結合会計基準及び事業分離等会計基準に関する適用指

針」(企業会計基準適用指針第10号 2008年12月26日)を適用し

ております。 

【簡便な会計処理】

  
当第３四半期連結累計期間
（自 2010年１月１日 
至 2010年９月30日） 

 固定資産の減価償却費の算

定方法 

 主として、固定資産の年度中の取得、売却又は除却等の見積り

を考慮した計画に基づく年間償却予定額を期間按分する方法によ

っております。 

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

  
当第３四半期連結累計期間
（自 2010年１月１日 
至 2010年９月30日） 

 税金費用の計算  税金費用(法人税等調整額は、法人税等に含めて表示しており

ます。)については、連結会計年度の見積実効税率に基づき計算

しております。 
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【追加情報】

当第３四半期連結累計期間
(自 2010年１月１日 
 至 2010年９月30日) 

(マリンホース等の販売におけるカルテル行為及び不適切な金銭支払いに関する事項) 

当社グループは、マリンホースの販売に関する国際カルテル行為について、2007年５月より、米国司法省、欧州

委員会、並びに日本の公正取引委員会等の調査を受けております。2008年２月に受領した日本の公正取引委員会に

よる排除措置命令及び課徴金納付命令については確定しております。また、2009年１月、当社グループは、欧州委

員会より58.5百万ユーロの制裁金支払いを命ずる決定の通知を受領いたしました。当社は、同決定への対応を慎重

に検討いたしましたが、本件に関する一連の手続を終了させ、コンプライアンス体制の更なる充実と再発防止策の

進展に注力することが適切な対応であると総合的に判断し、欧州第一審裁判所への訴訟を提起せず、制裁金の支払

いに応じております。なお、本制裁金については、2008年度に7,485百万円を費用計上しております。マリンホース

のカルテルに関して、米国において提起されていた集団訴訟については、和解案が裁判所に承認されております。

また、その他の民事上の請求についても適宜、対応しております。米国司法省による調査は継続しており、今後罰

金等の可能性がありますが、現時点では、具体的な引当金額を算定するには不確定要素が多いため、計上しており

ません。調査が行われておりましたその他の国の手続につきましては、既に確定しております。 

さらに、上記の問題とは別に、マリンホースを含む工業用品の販売に関して、海外エージェントに対する不適切

な金銭の支払いがあった事実、また、その金銭の一部が、エージェントから外国公務員に対して供与等されていた

可能性があることが判明しております。当社グループは、日本の検察当局及び米国司法省に対し、社内調査の内容

を報告しておりますが、業績に与える影響は現時点では不明です。 
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第３四半期連結会計期間末 
（2010年９月30日） 

前連結会計年度末 
（2009年12月31日） 

※１ 有形固定資産に対する減価償却累計額 

百万円 1,865,253

※１ 有形固定資産に対する減価償却累計額  

百万円 1,819,506

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第３四半期連結累計期間 
（自 2009年１月１日 

至 2009年９月30日） 

当第３四半期連結累計期間 
（自 2010年１月１日 
至 2010年９月30日） 

※１ 現金及び現金同等物の当第３四半期連結累計期間末

残高と当第３四半期連結貸借対照表に掲記されている科目

の金額との関係 

                (2009年９月30日現在)

※１ 現金及び現金同等物の当第３四半期連結累計期間末

残高と当第３四半期連結貸借対照表に掲記されている科目

の金額との関係 

                (2010年９月30日現在)

  

  

現金及び預金勘定  137,395 百万円

有価証券勘定  69,819   

流動資産その他(金銭の信託)  －   

━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━

計  207,215   

預入期間が３ヶ月を超える    

定期預金、債券等  △6,810   

━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━

現金及び現金同等物  200,404   

  

  

現金及び預金勘定  138,229 百万円

有価証券勘定  132,131   

流動資産その他(金銭の信託)    10,000   

━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━

計  280,361   

預入期間が３ヶ月を超える    

定期預金、債券等  △92,391   

━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━

現金及び現金同等物  187,969   
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当第３四半期連結会計期間末(2010年９月30日)及び当第３四半期連結累計期間(自 2010年１月１日 至 2010

年９月30日) 

１．発行済株式の種類及び総数   

   普通株式  千株     

  

２．自己株式の種類及び株式数  

     普通株式   千株 

  

３．新株予約権に関する事項 

    ストック・オプションとしての新株予約権の四半期連結会計期間末残高 (提出会社) 百万円 

          

４．配当に関する事項 

     配当金支払額 

   

５．株主資本の金額の著しい変動 

   該当事項はありません。 

  

（株主資本等関係）

813,102

30,435

514

決議 株式の種類 配当金の総額
１株当たり

配当額 
 基準日  効力発生日 配当の原資

 2010年３月30日 

  定時株主総会  
普通株式  6,274百万円  ８円 2009年12月31日  2010年３月31日 利益剰余金

 2010年８月６日 

    取締役会 
普通株式  7,843百万円  10円 2010年６月30日  2010年９月１日 利益剰余金
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前第３四半期連結会計期間 (自 2009年７月１日 至 2009年９月30日) 

  

  

当第３四半期連結会計期間 (自 2010年７月１日 至 2010年９月30日) 

  

  
  

前第３四半期連結累計期間 (自 2009年１月１日 至 2009年９月30日) 

  

  

当第３四半期連結累計期間 (自 2010年１月１日 至 2010年９月30日) 

  

  
  
(注) １ 事業区分は、内部管理上採用している区分によっております。 

２ 各事業区分に属する主要な製品の名称等 

タイヤ……タイヤ・チューブ、タイヤ関連用品、リトレッド材料・関連技術、自動車整備・補修ほか 

多角化……化工品、スポーツ用品、自転車ほか 

  

（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

  
タイヤ 

(百万円) 

多角化 

(百万円) 

計 

(百万円) 

消去又は全社 

(百万円) 

連結 

(百万円) 

売上高  

(1) 外部顧客に対する売上高  553,149  115,435  668,584  ―  668,584

(2) セグメント間の内部 

売上高又は振替高 
 534  2,241  2,775 ( )2,775  ―

計  553,683  117,676  671,360 ( )2,775  668,584

営業利益  29,979  2,072  32,051  3  32,054

  
タイヤ 

(百万円) 

多角化 

(百万円) 

計 

(百万円) 

消去又は全社 

(百万円) 

連結 

(百万円) 

売上高  

(1) 外部顧客に対する売上高  583,042  122,212  705,255  ―  705,255

(2) セグメント間の内部 

売上高又は振替高 
 525  2,800  3,326 ( )3,326  ―

計  583,568  125,013  708,581 ( )3,326  705,255

営業利益  33,402  1,631  35,033 ( )51  34,982

  
タイヤ 

(百万円) 

多角化 

(百万円) 

計 

(百万円) 

消去又は全社 

(百万円) 

連結 

(百万円) 

売上高  

(1) 外部顧客に対する売上高  1,542,854  331,105  1,873,960  ―  1,873,960

(2) セグメント間の内部 

売上高又は振替高 
 1,305  6,368  7,674 ( )7,674  ―

計  1,544,159  337,474  1,881,634 ( )7,674  1,873,960

営業利益(△は営業損失)  14,688  △2,638  12,049  40  12,089

  
タイヤ 

(百万円) 

多角化 

(百万円) 

計 

(百万円) 

消去又は全社 

(百万円) 

連結 

(百万円) 

売上高  

(1) 外部顧客に対する売上高  1,729,174  362,071  2,091,246  ―  2,091,246

(2) セグメント間の内部 

売上高又は振替高 
 1,459  7,194  8,654 ( )8,654  ―

計  1,730,634  369,266  2,099,900 ( )8,654  2,091,246

営業利益  104,019  9,436  113,456 ( )50  113,405
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前第３四半期連結会計期間 (自 2009年７月１日 至 2009年９月30日) 

   

  

当第３四半期連結会計期間 (自 2010年７月１日 至 2010年９月30日) 

   

  
   

【所在地別セグメント情報】

  
日本 

(百万円) 

米州 

(百万円) 

欧州 

(百万円) 

その他 

(百万円) 

計 

(百万円) 

消去又は 

全社  

(百万円) 

連結 

(百万円) 

売上高    

(1) 外部顧客に対する 

売上高 
 154,650  302,511  94,790  116,631  668,584  ―  668,584

(2) セグメント間の内部 

売上高又は振替高 
 87,492  2,773  856  19,835  110,957 ( )110,957  ―

計  242,142  305,284  95,647  136,467  779,542 ( )110,957  668,584

営業利益(△は営業損失)  2,805  17,520  △1,050  13,266  32,542 ( )487  32,054

  
日本 

(百万円) 

米州 

(百万円) 

欧州 

(百万円) 

その他 

(百万円) 

計 

(百万円) 

消去又は 

全社  

(百万円) 

連結 

(百万円) 

売上高    

(1) 外部顧客に対する 

売上高 
 172,683  311,409  93,503  127,658  705,255  ―  705,255

(2) セグメント間の内部 

売上高又は振替高 
 96,262  2,709  694  25,518  125,185 ( )125,185  ―

計  268,946  314,119  94,197  153,176  830,440 ( )125,185  705,255

営業利益  3,492  13,687  2,319  11,232  30,730  4,251  34,982
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前第３四半期連結累計期間 (自 2009年１月１日 至 2009年９月30日) 

  

  

当第３四半期連結累計期間 (自 2010年１月１日 至 2010年９月30日) 

  

  
  
(注) １ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２ 本邦以外の区分に属する主な国又は地域 

米州………米国、カナダ、メキシコ、ベネズエラ、ブラジルほか 

欧州………ドイツ、英国、フランス、イタリア、スペインほか 

その他……アジア、大洋州、アフリカほか  

   

  
日本 

(百万円) 

米州 

(百万円) 

欧州 

(百万円) 

その他 

(百万円) 

計 

(百万円) 

消去又は 

全社  

(百万円) 

連結 

(百万円) 

売上高               

(1) 外部顧客に対する 

売上高 
 458,263  838,321  262,547  314,827  1,873,960  ―  1,873,960

(2) セグメント間の内部 

売上高又は振替高 
 233,236  6,655  2,078  55,800  297,770 ( )297,770  ―

計  691,499  844,977  264,626  370,628  2,171,731 ( )297,770  1,873,960

営業利益(△は営業損失)  △28,236  22,811  △13,648  21,917  2,843  9,245  12,089

  
日本 

(百万円) 

米州 

(百万円) 

欧州 

(百万円) 

その他 

(百万円) 

計 

(百万円) 

消去又は 

全社  

(百万円) 

連結 

(百万円) 

売上高               

(1) 外部顧客に対する 

売上高 
 519,386  913,215  280,247  378,397  2,091,246  ―  2,091,246

(2) セグメント間の内部 

売上高又は振替高 
 295,884  8,720  2,189  71,441  378,235 ( )378,235  ―

計  815,271  921,935  282,437  449,838  2,469,482 ( )378,235  2,091,246

営業利益  33,078  38,472  4,801  35,180  111,532  1,872  113,405
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前第３四半期連結会計期間 (自 2009年７月１日 至 2009年９月30日) 

  

  

当第３四半期連結会計期間 (自 2010年７月１日 至 2010年９月30日) 

  

  
  

前第３四半期連結累計期間 (自 2009年１月１日 至 2009年９月30日) 

  

  

当第３四半期連結累計期間 (自 2010年１月１日 至 2010年９月30日) 

  

  
  
(注) １ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２ 各区分に属する主な国又は地域 

米州………米国、カナダ、メキシコ、ベネズエラ、ブラジルほか 

欧州………ドイツ、英国、フランス、イタリア、スペインほか 

その他……アジア、大洋州、中近東、アフリカほか 

３ 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。  

  

【海外売上高】

  米州 欧州 その他 計 

Ⅰ 海外売上高(百万円)  302,760  96,259  132,604  531,625

Ⅱ 連結売上高(百万円)  ―  ―  ―  668,584

Ⅲ 連結売上高に占める 

海外売上高の割合(％) 
 45.3  14.4  19.8  79.5

  米州 欧州 その他 計 

Ⅰ 海外売上高(百万円)  310,928  95,590  147,072  553,591

Ⅱ 連結売上高(百万円)  ―  ―  ―  705,255

Ⅲ 連結売上高に占める 

海外売上高の割合(％) 
 44.1  13.6  20.9  78.5

  米州 欧州 その他 計 

Ⅰ 海外売上高(百万円)  839,323  266,200  357,884  1,463,408

Ⅱ 連結売上高(百万円)  ―  ―  ―  1,873,960

Ⅲ 連結売上高に占める 

海外売上高の割合(％) 
 44.8  14.2  19.1  78.1

  米州 欧州 その他 計 

Ⅰ 海外売上高(百万円)  912,963  286,259  435,086  1,634,309

Ⅱ 連結売上高(百万円)  ―  ―  ―  2,091,246

Ⅲ 連結売上高に占める 

海外売上高の割合(％) 
 43.7  13.7  20.8  78.2
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１．１株当たり純資産額 

  

２．１株当たり四半期純利益又は四半期純損失 

  (注) １株当たり四半期純利益又は四半期純損失及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益の算定上の基礎

は、以下のとおりであります。 

  

（１株当たり情報）

当第３四半期連結会計期間末 
（2010年９月30日） 

前連結会計年度末 
（2009年12月31日） 

１株当たり純資産額 円1,412.49 １株当たり純資産額 円1,385.43

前第３四半期連結累計期間 
（自 2009年１月１日 
至 2009年９月30日） 

当第３四半期連結累計期間 
（自 2010年１月１日 
至 2010年９月30日） 

１株当たり四半期純損失   円△35.01

 なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益について

は、希薄化効果を有する潜在株式は存在するものの１株当

たり四半期純損失であるため記載しておりません。 

１株当たり四半期純利益   円85.14

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 円85.11

  
前第３四半期連結累計期間
（自 2009年１月１日 
至 2009年９月30日） 

当第３四半期連結累計期間
（自 2010年１月１日 
至 2010年９月30日） 

１株当たり四半期純利益(△は損失)     

四半期純利益(△は損失) 百万円 △27,461 百万円 66,762

普通株主に帰属しない金額 － －

普通株式に係る四半期純利益 

(△は損失) 
百万円 △27,461 百万円 66,762

普通株式の期中平均株式数 千株 784,284 千株 784,164

潜在株式調整後１株当たり四半期純利

益  

 四半期純利益調整額 

 普通株式増加数 

  

希薄化効果を有しないため、潜在株式

調整後１株当たり四半期純利益の算定

に含めなかった潜在株式で、前連結会

計年度末から重要な変動があったもの

の概要 

  

  

  

─────────     

－

－

  

  

     千株

  

─────────     

－

229
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  (注) １株当たり四半期純利益及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりで

あります。 

  

  

   

中間配当 

    2010年８月６日開催の取締役会において、次のとおり第92期の中間配当を行うことを決議しております。 

  

前第３四半期連結会計期間 
（自 2009年７月１日 
至 2009年９月30日） 

当第３四半期連結会計期間 
（自 2010年７月１日 
至 2010年９月30日） 

１株当たり四半期純利益   円13.87

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 円13.87

１株当たり四半期純利益   円28.39

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 円28.39

  
前第３四半期連結会計期間
（自 2009年７月１日 
至 2009年９月30日） 

当第３四半期連結会計期間
（自 2010年７月１日 
至 2010年９月30日） 

１株当たり四半期純利益     

四半期純利益   百万円 10,876   百万円 22,258

普通株主に帰属しない金額  －  －

普通株式に係る四半期純利益   百万円 10,876   百万円 22,258

普通株式の期中平均株式数 千株 784,286 千株 783,924

潜在株式調整後１株当たり四半期純利

益  

 四半期純利益調整額 

 普通株式増加数 

  

希薄化効果を有しないため、潜在株式

調整後１株当たり四半期純利益の算定

に含めなかった潜在株式で、前連結会

計年度末から重要な変動があったもの

の概要 

  

                

  千株 

─────────     

－

119

  

               

  千株 

─────────     

－

228

２【その他】

１株当たりの中間配当金 中間配当金額 支払開始日 

10円 7,843,476,220円 2010年９月１日 
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 該当事項はありません。 

  

  

第二部【提出会社の保証会社等の情報】
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（注）１ 上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。 

２ 四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれておりません。 

  独立監査人の四半期レビュー報告書   

平成21年11月13日

株式会社ブリヂストン 

取締役会 御中 

  有限責任監査法人トーマツ   

  
指定有限責任社員
業務執行社員 

  公認会計士 吉  田  修  己  ㊞ 

  
指定有限責任社員
業務執行社員 

  公認会計士 芳  賀  保  彦  ㊞ 

  
指定有限責任社員
業務執行社員 

  公認会計士 鈴  木  基  之  ㊞ 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられてい

る株式会社ブリヂストンの平成21年１月１日から平成21年12月31日までの連結会計年度の第３四半期連

結会計期間（平成21年７月１日から平成21年９月30日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成21年１

月１日から平成21年９月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四

半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この

四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸

表に対する結論を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期

レビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者

等に対して実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国にお

いて一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定さ

れた手続により行われた。  

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般

に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ブリヂストン及び連結子

会社の平成21年９月30日現在の財政状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半

期連結累計期間の経営成績並びに第３四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示し

ていないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。 

   

追記情報 

 １．追加情報に記載されているとおり、株式会社ブリヂストングループはマリンホースの販売に関し

て国際カルテルの疑いがあるとして、平成19年５月より、米国司法省、欧州委員会、日本の公正取引委

員会等の調査を受けている。また、株式会社ブリヂストングループの事実調査の過程で、海外エージェ

ントに対する不適切な金銭の支払いがあった事実等が判明している。 

 ２．重要な後発事象に記載されているとおり、株式会社ブリヂストンの子会社であるBRIDGESTONE 

AUSTRALIA LTD.は、平成21年10月23日に、傘下のタイヤ生産工場であるアデレード工場及びクライスト

チャーチ工場をそれぞれ平成22年４月・平成21年末を目処に閉鎖することを決定している。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。   

以 上 
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（注）１ 上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。 

２ 四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれておりません。 

  独立監査人の四半期レビュー報告書   

2010年11月12日

株式会社ブリヂストン 

取締役会 御中 

  有限責任監査法人トーマツ   

  
指定有限責任社員
業務執行社員 

  公認会計士 吉  田  修  己  ㊞ 

  
指定有限責任社員
業務執行社員 

  公認会計士 芳  賀  保  彦  ㊞ 

  
指定有限責任社員
業務執行社員 

  公認会計士 鈴  木  基  之  ㊞ 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられてい

る株式会社ブリヂストンの2010年１月１日から2010年12月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会

計期間（2010年７月１日から2010年９月30日まで）及び第３四半期連結累計期間（2010年１月１日から

2010年９月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益

計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財

務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結

論を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期

レビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者

等に対して実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国にお

いて一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定さ

れた手続により行われた。  

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般

に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ブリヂストン及び連結子

会社の2010年９月30日現在の財政状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期

連結累計期間の経営成績並びに第３四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示して

いないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。 

  

追記情報 

 追加情報に記載されているとおり、株式会社ブリヂストングループはマリンホースの販売に関して国

際カルテルの疑いがあるとして、2007年５月より、米国司法省、欧州委員会、日本の公正取引委員会等

の調査を受けている。なお、日本の公正取引委員会による排除措置命令及び課徴金納付命令については

確定し、欧州委員会による決定通知に基づく制裁金支払いに応じている。また、株式会社ブリヂストン

グループの事実調査の過程で、海外エージェントに対する不適切な金銭の支払いがあった事実等が判明

している。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。   

以 上 
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